申請書等添付書類一覧
	区　　分
	添　　付　　図　　書

	１
	開発行為予備審査依頼書
（要領様式第１号）
	ア　開発計画概要書（要領様式第2号）
イ　法第34条各号の一に該当する理由を示す書面（作成要領は別表２による。市街化調整区域に限る。）
ウ　位置図（作成要領は別表１による。）
エ　現況図（作成要領は別表１による。）
オ　土地利用計画図（作成要領は別表１による。）
カ　公図写し（作成要領は別表１による。）
キ　接続道路の概要及び改修計画（必要に応じて現況交通量及び予想発生交通量等を示し、道路改修の必要性を検討すること。）
ク　流末水路の概要及び改修計画書（放流先河川の流下能力を示し、河川改修の要否につい検討すること。）
ケ　現況写真（手札判程度）

	２
	開発行為許可申請書
（省令別記様式第２）
	ア　申請者の住民票の写し（法人にあっては、法人の登記簿謄本）
イ　予備審査結果通知に対する措置状況を示す書面（指導要綱第６条の承認を受けた事業を除く。）
ウ　設計説明書、設計概要書（規則様式第１号。自己の居住用住宅の建築を目的とする開発行為は規則様式第２号）
エ　公共施設の管理者の同意及び協議書（規則様式第３号及び第４号）
オ　開発区域内権利者一覧表（規則様式第５号）
カ　開発行為の施行等の同意書（規則様式第６号。印鑑証明を添付すること。）
キ　設計者の資格に関する申告書（規則様式第７号。開発区域の面積が１ヘクタール以上のものに限る。）
ク　申請者の資力信用に関する申告書（規則様式第８号。自己の居住用住宅の建築を目的とする開発行為又は自己の業務用の建築物等を目的とする開発行為で開発区域の面積が１ヘクタール未満の開発行為を除く。）
ケ　資金計画書（省令別記様式第３。自己の居住用住宅の建築を目的とする開発行為又は自己の業務用の建築物等を目的とする開発行為で開発区域の面積が１ヘクタール未満の開発行為を除く。）
コ　工事施行者の能力に関する申告書（規則様式第９号。自己の居住用住宅の建築を目的とする開発行為又は自己の業務用の建築物等を目的とする開発行為で開発区域の面積が１ヘクタール未満の開発行為を除く。）
サ　土地の登記事項証明書（全部事項証明書に限る）
シ　設計図書（作成要領は別表１による。）
① 開発区域位置図
② 現況図　③ 公図写　④ 開発区域区域図　⑤ 土地利用計画図　⑥ 造成計画平面図

	
	
	⑦ 造成計画断面図　⑧緑化計画図　⑨建物平面図及び立面図　⑩排水施設計画平面図　⑪給水施設計画平面　⑫がけの断面図　⑬図擁壁の断面図　⑭求積図　⑮防災工事計画平面図　⑯防災施設構造図　⑰緑地求積図　⑱構造計算書　⑲安定計算書　⑳水理計算書　 eq \o\ac(○,21)土地調査書及び地盤改良計画図書　 eq \o\ac(○,22)その他町長が必要と認める図書

	３
	工事着手届
（規則様式第15号）
	工程表（規則様式第16号）


	４
	指定工程報告書（規則様式第17号）
	

	５
	工事完了届出書
（省令別記様式第４）

公共施設工事完了届出書

（省令別記様式第５）
	ア　開発区域位置図（縮尺1／50,000以上）
イ　許可に係る造成計画平面図
ウ　防災施設の出来形図（許可に係る防災施設構造図に設計値と出来形を対照したもの。
エ　擁壁の出来形図（許可に係る擁壁の断面図に設計値と出来形を対照したもの。）
オ　区画確定測量図（各区画の確定面積を明示したもの。宅地分譲に限る。）
カ　公共施設に関する工事について当該施設の管理者又は管理者となるべき者の工事の検査結果を示す書面又は検査の状況を示す図面（検査不要又は検査未実施の場合は、その旨工事完了届出書の余白に記載すること。）
キ　工事の施行状況が確認できる写真（要領第12（写真の整備）によること。）
ク　実質工程表
ケ　品質管理表
コ　最終許可書の写し

	６
	手直工事（指示事項）完了報告書

（要領様式第８号）
	ア　手直し工事箇所の位置図（造成計画平面図を利用すること。）
イ　工事前及び工事完了後の写真

	７
	建築等の制限解除承認申請書

（規則様式第19号）
	ア　開発区域位置図（縮尺１／50，000以上）
イ　開発許可を受けたときの土地利用計画図
ウ　申請に係る建築物等の配置図（縮尺１／200以上）
エ　申請に係る建築物等の各階の平面図及び立面図（縮尺１／200以上）
オ　建築物等の用途、構造、規模（建築面積、延べ面積及び階数）及び棟数を示す書面
カ　防災施設の出来形図（許可に係る防災施設構造図に設計値と出来形を対照したもの。
キ　擁壁の出来形図（許可に係る擁壁の断面図に設計値と出来形を対照したもの。）

	
	
	ク　公共施設に関する工事についての当該施設の管理者若しくは管理者となるべき者の工事の検査結果を示す書面及び進捗状況を示す書面
ケ　工事の施工状況が確認できる写真（要領第８による。）
コ　建築工事工程表
サ　品質管理表

	８
	開発行為に関する工事の廃止の届出書

（省令別記様式第８）
	ア　開発区域位置図（縮尺１／50，000以上）
イ　工事の廃止の理由及び廃止に伴う措置を記載した図書

ウ　工事の廃止に係る地域を示した書面

エ　工事を廃止した土地の現況図（縮尺１／1，000以上。ただし、開発区域が20ha以上のものにあっては、縮尺１／3，000以上。工事着手した場合にあっては、工事着手した土地の範囲を明示すること。）
オ　承認を受けた安全上の措置に関する計画書に基づく防災施設等の出来形図（承認を受けた防災施設構造図等に計画値と出来形を対照としたもの。）（工事着手した場合に限る。）

カ　公共施設に関する工事について当該施設の管理者又は管理者となるべき者の工事の検査結果を示す書面又は検査の状況を示す書面（検査不要等の場合は、その旨工事完了届出書の余白に記載すること。）（工事着手した場合に限る。）

キ　現況写真

ク　工事の施工状況が確認できる写真（要領第８によること。工事着手した場合に限る。）

ケ　品質管理表（工事着手した場合に限る。）

	９
	開発行為変更許可申請書

（規則様式第11号）
	ア　開発許可に係る事項を変更しようとする理由を記載した書類
イ　変更事項新旧対照表（変更事項について変更前と変更後を対照したもの。）
ウ　変更箇所が確認できる図書（作成は第４開発行為の許可等に準ずる。）

	10
	開発行為変更届

(規則様式第13号)
	

	11
	制限地域内における建築の許可申請書

（規則様式第21号）
	ア　開発区域位置図（縮尺１／50，000以上）
イ　開発許可を受けたときの土地利用計画平面図
ウ　申請に係る建築物等の配置図（縮尺１／500以上）
エ　申請に係る建築物等の各階の平面図及び立面図（縮尺１／250以上）
オ　現況写真

	12
	予定建築物等以外の建築等の許可申請書

（規則様式第23号）
	ア　本表第11項のアからオに掲げる図書

イ　法第34条各号のいずれかに該当する理由を示す書面（作成要領は別表２による。市街化調整区域内における建築等で許可に係る予定建築物等の用途を変更する場合に限る。）

	13
	建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設許可申請書
（省令別記様式第９）
	作成要領は別表２の３による。

ア　政令第36条第１項第３号に該当する理由を示す書面
イ　敷地概要書（規則様式第25号）
ウ　位置図（縮尺１／2，500以上）

エ　敷地現況図（縮尺１／250以上）

オ　土地の公図の写し

カ　申請に係る建築物等の配置図（横断図を含む。縮尺１／250以上）

キ　敷地求積図（縮尺１／250以上）
ク　申請に係る建築物等の各階の平面図及び立面図（縮尺１／250以上）
ケ　建築物等の用途、構造、規模（建築面積、延べ面積及び階数）及び棟数を示す書面
コ　土地の登記事項証明書（全部事項証明書に限る）
サ　土地の使用承諾の状況を記載した書面
シ　現況写真（手札判程度）

	14
	地位の承継届

（規則様式第27号）
	ア　戸籍謄本又は戸籍全部事項証明（法人にあっては、法人の登記簿謄本）及びその事実をを証する書類

	15
	地位の承継の承認申請書

（規則様式第28号）
	ア　申請者の住民票の写し（法人にあっては、法人の登記簿謄本）
イ　土地の所有権その他開発行為に関する工事を施行する権原を取得したことを証する書面
ウ　開発区域権利者一覧表（規則様式第５号）

エ　開発行為の施行等の同意書（規則様式第６号）

オ　申請者の資力信用に関する申告書（規則様式第８号。自己の居住用住宅の建築を目的とする開発行為又は自己の業務用の建築物等を目的とする開発行為で開発区域の面積が１ha未満の開発行為を除く。）
カ　工事施行者の能力に関する申請書（規則様式第９号。自己の居住用住宅の建築を目的とする開発行為又は自己の業務用の建築物等を目的とする開発行為で開発区域の面積が１ha未満の開発行為を除く。）
キ　資金計画書（別記様式第２。自己の居住用住宅の建築を目的とする開発行為又は自己の業務用の建築物等を目的とする開発行為で開発区域の面積が１ha未満の開発行為を除く。）
ク　工事の施行状況を示す書面

	16
	都市計画法第34条第13号の規定による届出書（規則様式第14号）又は都市計画法施行令第36条第１項第３号ニの規定による届出書
	ア　位置図（縮尺１／2，500以上）
イ　土地の公図の写し
ウ　土地の登記事項証明書（全部事項証明書に限る）
エ　農地転用許可書の写し（地目が農地の場合。）
オ　現況写真（手札判とし、当該土地の状況が明確にわかるもの。）


